
議案第１３５号

令 和 ７ 年 度

五所川原市下水道事業会計補正予算書



令和７年度五所川原市下水道事業会計補正予算（第３号）

　（総則）
第１条　令和７年度五所川原市下水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

　（収益的収入及び支出）
第２条　令和７年度五所川原市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり
　補正する。

（　科　　　目　） （　既決予定額　） （　補正予定額　） （　　　計　　　）
　　　収　　　　入
第１款　公共下水道事業収益
第２項

第３款　農業集落排水事業収益
第２項

第４款　漁業集落排水事業収益
第２項

　　　支　　　　出
第１款　公共下水道事業費用
第１項
第２項

第２款　特定環境保全公共下水道事業費用
第２項

第３款　農業集落排水事業費用
第１項
第２項

第５款　浄化槽設置整備事業費用
第１項

８７２，２８１ 千円 ２０，０００ 千円 ８９２，２８１ 千円
営 業 外 収 益 ４９７，１４７ 千円 ２０，０００ 千円 ５１７，１４７ 千円

６８，５４０ 千円 ５０４ 千円 ６９，０４４ 千円
営 業 外 収 益 ５２，９１９ 千円 ５０４ 千円 ５３，４２３ 千円

４２，２８６ 千円 △５０４ 千円 ４１，７８２ 千円
営 業 外 収 益 ３４，７６６ 千円 △５０４ 千円 ３４，２６２ 千円

収 入 合 計 １，０６３，９４７ 千円 ２０，０００ 千円 １，０８３，９４７ 千円

７９７，４２４ 千円 ２２，４３４ 千円 ８１９，８５８ 千円
営 業 費 用 ７４６，５２０ 千円 ２１，８２２ 千円 ７６８，３４２ 千円
営 業 外 費 用 ５０，８５３ 千円 ６１２ 千円 ５１，４６５ 千円

４１，３８９ 千円 ７５ 千円 ４１，４６４ 千円
営 業 外 費 用 ２，０９７ 千円 ７５ 千円 ２，１７２ 千円

６８，５４０ 千円 ５０４ 千円 ６９，０４４ 千円
営 業 費 用 ６５，３１７ 千円 ３００ 千円 ６５，６１７ 千円
営 業 外 費 用 ３，２０２ 千円 ２０４ 千円 ３，４０６ 千円

３９，４５１ 千円 ４１５ 千円 ３９，８６６ 千円
営 業 費 用 ３９，４５０ 千円 ４１５ 千円 ３９，８６５ 千円

支 出 合 計 ９８９，０９０ 千円 ２３，４２８ 千円 １，０１２，５１８ 千円
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　（資本的収入及び支出）
第３条　予算第４条中「３８０，４０９千円」を「３８１，４０２千円」に、「２１４，７２０千円」を「２１５，７１３千円」に改め、
　資本的支出の予定額を次のとおり補正する。

（　科　　　目　） （　既決予定額　） （　補正予定額　） （　　　計　　　）
　　　支　　　　出
第１款　公共下水道事業資本的支出
第１項

　（債務負担行為）
第４条　予算中第１１条を第１２条とし、第６条から第１０条までを１条ずつ繰り下げ、第５条の次に次の１条を加える。

　　　（債務負担行為）
　　第６条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は次のとおりと定める。

８０９，００８ 千円 ９９３ 千円 ８１０，００１ 千円
建 設 改 良 費 ３９０，１６３ 千円 ９９３ 千円 ３９１，１５６ 千円

支 出 合 計 ９５２，００５ 千円 ９９３ 千円 ９５２，９９８ 千円

事 項 期 間 限 度 額
令和８年度から
令和８年度まで
令和８年度から
令和８年度まで
令和８年度から
令和８年度まで
令和８年度から
令和８年度まで

梅田地区農業集落排水処理施設
維持管理業務委託

１，８８１千円

藻川地区農業集落排水処理施設
維持管理業務委託

２，３１０千円

蒔田地域農業集落排水処理施設
維持管理業務委託

４，２９０千円

十三地区漁業集落排水処理施設
維持管理業務委託

３，７４０千円
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（企業債）
第５条　予算第７条に定めた企業債の利率を次のように改める。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第６条　予算第１０条に定めた経費の金額を次のように改める。

（　科　　　目　） （　既決予定額　） （　補正予定額　） （　　　計　　　）
（１）

　（他会計からの補助金）
第７条　予算第１１条中「６，０８５千円」を「６，３８５千円」に、「５，４４０千円」を「４，９３６千円」に改める。

令和７年１２月４日提出

起債の目的 補正前 補正後

職 員 給 与 費 ７５，６５３ 千円 ３，２３０ 千円 ７８，８８３ 千円

公共下水道事業

公共下水道事業
資本費平準化債
下水道事業債
（特別措置分）

特定環境保全公共下水道事業
資本費平準化債

農業集落排水事業

農業集落排水事業
資本費平準化債

漁業集落排水事業

漁業集落排水事業
資本費平準化債

五所川原市長　　佐々木　孝　昌

年３．０％以内
（ただし、利率見直し方式とした場合に
あって、利率の見直しを行った後は、当
該見直し後の利率）

年４．０％以内
（ただし、利率見直し方式とした場合に
あって、利率の見直しを行った後は、当
該見直し後の利率）
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補 正 予 算 に 関 す る 説 明 書
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１

２

３

４

５

令 和 ７ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 実 施 計 画

令和７年度五所川原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

令 和 ７ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

令 和 ７ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

地 方 公 営 企 業 法 第 ２ ５ 条 及 び 同 法 施 行 令 第 １ ７ 条 の
２ の 規 定 に 基 づ く 予 算 に 関 す る 説 明 書
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１　令和７年度五所川原市下水道事業会計補正予算実施計画

(収益的収入及び支出）
収 入

支 出

款 項 目 既決予定額 (千円） 補正予定額 (千円） 計　 (千円）

事 業 収 益 １,０６３,９４７ ２０,０００ １,０８３,９４７

1
公 共 下 水 道
事 業 収 益

８７２,２８１ ２０,０００ ８９２,２８１

2 営 業 外 収 益 ４９７,１４７ ２０,０００ ５１７,１４７

2 補 助 金 ７,１３９ ２０,０００ ２７,１３９

3
農 業 集 落 排 水
事 業 収 益

６８,５４０ ５０４ ６９,０４４

2 営 業 外 収 益 ５２,９１９ ５０４ ５３,４２３

1 他 会 計 補 助 金 ６,０８５ ３００ ６,３８５

2 他 会 計 負 担 金 ２４,４７７ ２０４ ２４,６８１

4
漁 業 集 落 排 水
事 業 収 益

４２,２８６ △５０４ ４１,７８２

2 営 業 外 収 益 ３４,７６６ △５０４ ３４,２６２

1 他 会 計 補 助 金 ５,４４０ △５０４ ４,９３６

款 項 目 既決予定額 (千円） 補正予定額 (千円） 計　 (千円）

事 業 費 用 ９８９,０９０ ２３,４２８ １,０１２,５１８
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款 項 目 既決予定額 (千円） 補正予定額 (千円） 計　 (千円）

1
公 共 下 水 道
事 業 費 用

７９７,４２４ ２２,４３４ ８１９,８５８

1 営 業 費 用 ７４６,５２０ ２１,８２２ ７６８,３４２

2 処 理 場 費 ２１０,８６２ ２０,０００ ２３０,８６２

3 総 係 費 ４７,００６ １,８２２ ４８,８２８

2 営 業 外 費 用 ５０,８５３ ６１２ ５１,４６５

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

４２,８５３ ６１２ ４３,４６５

2
特 定 環 境 保 全
公 共 下 水 道
事 業 費 用

４１,３８９ ７５ ４１,４６４

2 営 業 外 費 用 ２,０９７ ７５ ２,１７２

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

１,９９７ ７５ ２,０７２

3
農 業 集 落 排 水
事 業 費 用

６８,５４０ ５０４ ６９,０４４

1 営 業 費 用 ６５,３１７ ３００ ６５,６１７

2 処 理 場 費 ２０,２２４ ３００ ２０,５２４

2 営 業 外 費 用 ３,２０２ ２０４ ３,４０６

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

３,２０１ ２０４ ３,４０５

5
浄化槽設置整備
事 業 費 用

３９,４５１ ４１５ ３９,８６６

1 営 業 費 用 ３９,４５０ ４１５ ３９,８６５

1 総 係 費 ３９,４５０ ４１５ ３９,８６５
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(資本的収入及び支出）
支 出

款 項 目 既決予定額 (千円） 補正予定額 (千円） 計　 (千円）

資 本 的 支 出 ９５２,００５ ９９３ ９５２,９９８

1
公共下水道事業
資 本 的 支 出

８０９,００８ ９９３ ８１０,００１

1 建 設 改 良 費 ３９０,１６３ ９９３ ３９１,１５６

1 管 き ょ 建 設 費 １００,６６３ ９９３ １０１,６５６
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　当年度純利益
　　　減価償却費
　　　貸倒引当金の増減額（△は減少）
　　　長期前受金戻入額
　　　支払利息及び企業債取扱諸費
　　　有形固定資産除却費
　　　未収金の増減額（△は増加）
　　　未払金の増減額（△は減少）
　　　引当金の増減額（△は減少）
　　　その他流動負債の増減額（△は減少）
　　　小計
　　　支払利息及び企業債取扱諸費
　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有形固定資産の取得による支出
　　　国庫補助金等による収入
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
　　　他会計からの出資による収入
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）
資金期首残高
資金期末残高

２　令和７年度五所川原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

（単位：千円）

64,658
548,682

155
△ 256,494

50,755
3,735
2,598

△ 12,758
8,578
△ 35

409,874
△ 50,755
359,119

△ 374,139
165,479

△ 208,660

215,000
△ 499,142

128,553
△ 155,589

△ 5,130
172,273
167,143
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１　総括
３　令和７年度五所川原市下水道事業会計給与費明細書

職　員　数 給　　　与　　　費
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

5 10 86 39,264 22,389 61,739 17,144 78,883

5 10 86 38,008 21,299 59,393 16,260 75,653

0 0 0 1,256 1,090 2,346 884 3,230

管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

924 8,721 7,336 674 543 1,188 825 360 18 1,800

714 8,436 6,922 690 526 1,188 645 360 18 1,800

210 285 414 △ 16 17 0 180 0 0 0

区 分
法定福利費 合　　計

補 正 後

補 正 前

比 較

区分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当

補 正 後

補 正 前

比 較

手当の　　　　
内　訳
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ア　会計年度任用職員以外の職員
職　員　数 給　　　与　　　費

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

10 39,264 22,389 61,653 17,144 78,797

10 38,008 21,299 59,307 16,260 75,567

0 1,256 1,090 2,346 884 3,230

管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

924 8,721 7,336 674 543 1,188 825 360 18 1,800

714 8,436 6,922 690 526 1,188 645 360 18 1,800

210 285 414 △ 16 17 0 180 0 0 0

区 分
法定福利費 合　　計

補 正 後

補 正 前

比 較

区分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当

補 正 後

補 正 前

比 較

手当の　　　　
内　訳
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期末手当　　３４７ 通期手当　　　　１９
勤勉手当　　４６６
扶養手当　　２１０ 通勤手当　　　　△２
期末手当　　△６２ 児童手当　　　１８０
勤勉手当　　△５２
寒冷地手当　△１６

３　給料及び手当の状況
（１） 職員１人当たり給与

（２） 初　任　給

２　給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額 (千円） 増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 ） 説 明 備 考

給与改定に伴う
増 加 分
昇 給 に 伴 う
増 加 分

給与改定に伴う
増 加 分

区　　　　　　　　　　　　分 行 政 職

平 均 給 料 月 額(円） ３２６，５８０

平 均 給 与 月 額(円） ３５１，７００

平 均 年 齢(歳） ４４歳１１月

平 均 給 料 月 額(円） ３２６，９４５

平 均 給 与 月 額(円） ３５２，５１２

平 均 年 齢(歳） ４６歳 ７月

一般会計の制度
行　政　職　(円）

高 校 卒 ２０６，７００ ２０６，７００

大 学 卒 ２３７，６００ ２３７，６００

給 料 １，２５６

１，２５７
給与改定による増
加分

１，２５７

その他の増減分 △１
職員の異動等に伴
う減少分

△１

手 当 １，０９０

８３２
給与改定による増
加分

その他の増減分 ２５８
職員の異動等に伴
う増減分

令和７年１１月１日現在

令和６年１１月１日現在

区 分 行　政　職　(円）
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（３） 級 別 職 員 数

※（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（級別の標準的な職務内容）

行 政 職
級 職員数（人） 構成比（％）

７　級
６　級
５　級 １ １０．０
４　級 ４ ４０．０
３　級 ２ ２０．０

２ ２０．０
１　級 １ １０．０

１０ １００．０
７　級
６　級
５　級 １ １１．１
４　級 ４ ４４．５
３　級 ２ ２２．２

(１) (１００.０)
２ ２２．２

１　級
(１) (１００.０)
９ １００．０

区 分 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級
行 政 職 部 長 参 事 課 長 課 長 補 佐 係 長 主 任 主 事

区 分

２　級

計

２　級

計

令和７年１１月１日現在

令和６年１１月１日現在
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（４） 期 末 手 当　・　勤 勉 手 当

※（　）内は、再任用職員の支給率

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
６月 (月分） １２月 (月分） (月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置
（１．２００） （１．２５０） （２．４５）

２．２７５ ２．３７５ ４．６５
（１．２００） （１．２００） （２．４０）

２．２７５ ２．２７５ ４．５５
（１．２００） （１．２５０） （２．４５）

２．２７５ ２．３７５ ４．６５

区 分 備 考

補正後 有

補正前 有

一般会計の制度 有

-14-



（単位：千円）

４　債務負担行為に関する調書

前年度末までの支払 当 該 年 度 以 降 の 支
義務発生（見込）額 払 義 務 発 生 予 定 額

事　　　　　　　項 限　度　額
左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額
下水道使用料

収 益
企 業 債

排水設備工事資金の融資
に 対 す る 損 失 補 償

損失額の全額
令和７年度から
事業継続期間中

排 水 設 備 工 事 資 金
利 子 補 給 金

貸付融資額の
うち保有額に
対する年９％

以内

平成２０年度から
１６９

令和７年度から
事業継続期間中

令和６年度まで

五所川原市公共下水道
処理施設等包括的運転
管 理 業 務 委 託

１,１９６,９７６

令和４年度から
６４５,４８０

令和７年度から
５５１,４９６ ５５１,４９６

令和６年度まで 令和８年度まで

梅 田 地 区
農業集落排水処理施設
維 持 管 理 業 務 委 託

１,８８１

令和８年度から
１,８８１ １,８８１

令和８年度まで

藻 川 地 区
農業集落排水処理施設
維 持 管 理 業 務 委 託

２,３１０

令和８年度から
２,３１０ ２,３１０

令和８年度まで

蒔 田 地 域
農業集落排水処理施設
維 持 管 理 業 務 委 託

４,２９０

令和８年度から
４,２９０ ４,２９０

令和８年度まで

十 三 地 区
漁業集落排水処理施設
維 持 管 理 業 務 委 託

３,７４０

令和８年度から
３,７４０ ３,７４０

令和８年度まで
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１
（１）

イ
ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

（２）
イ

（３）
イ

２
（１）
（２）

（３）
（４）

５　令和７年度五所川原市下水道事業予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部
（単位：千円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
土 地 195,103
建 物 1,473,403
減 価 償 却 累 計 額 △ 969,410 503,993
構 築 物 21,059,033
減 価 償 却 累 計 額 △ 9,552,213 11,506,820
機 械 及 び 装 置 3,649,994
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,134,970 1,515,024
車 両 運 搬 具 14,986
減 価 償 却 累 計 額 △ 14,237 749
工 具 器 具 及 び 備 品 7,688
減 価 償 却 累 計 額 △ 6,293 1,395
建 設 仮 勘 定 1,297

有 形 固 定 資 産 合 計 13,724,381
無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権 2,556

無 形 固 定 資 産 合 計 2,556
投資その他の資産
そ の 他 投 資 40

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 40
固 定 資 産 合 計 13,726,977

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 167,143
未 収 金 61,981
貸 倒 引 当 金 △ 311 61,670

貯 蔵 品 1,039
前 払 金 60,400
流 動 資 産 合 計 290,252
資 産 合 計 14,017,229
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３
（１）

（１）
（２）
（３）

（１）

６
７
（１）

（２）

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
企 業 債 4,132,350
固 定 負 債 合 計 4,132,350

４ 流 動 負 債
企 業 債 492,688
未 払 金 43,114
引 当 金 14,143
流 動 負 債 合 計 549,945

５ 繰 延 収 益
長 期 前 受 金 13,572,412
収 益 化 累 計 額 △ 8,364,868
繰 延 収 益 合 計 5,207,544
負 債 合 計 9,889,839

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 4,004,616
剰 余 金
資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 6,290
ロ 補 助 金 5,211
ハ 負 担 金 等 46,615
資 本 剰 余 金 合 計 58,116
利 益 剰 余 金

イ 当年度未処分利益剰余金 64,658
利 益 剰 余 金 合 計 64,658
剰 余 金 合 計 122,774
資 本 合 計 4,127,390
負 債 資 本 合 計 14,017,229
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注記
１　重要な会計方針
（１）資産の評価基準及び評価方法
　　　　貯蔵品　　　先入先出法による原価法によっている。
（２）固定資産の減価償却の方法
　　　　有形固定資産
　　　　・減価償却の方法 定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　建物 ８～５０年
　　　　　　構築物 １０～５０年
　　　　　　機械及び装置 １０～２０年
　　　　　　車両運搬具 ４～６年
　　　　　　工具、器具及び備品 ３～１０年
（３）引当金の計上方法
　　イ　退職給付引当金
　　　　職員の退職手当は、青森県市町村職員退職手当組合における積立金相当額を超過した場合、一般会計が負担するため退職給付引当
　　　金は計上していない。
　　ロ　賞与引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月か
　　　ら３月までの４か月分）を計上している。
　　ハ　貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。
　　ニ　その他引当金
　　　　令和４年度から令和８年度までの浄化センター包括運転管理業務等委託における動力費等の物価変動による精算に備えるため、
　　　当年度に係る精算見込追加見込額を計上している。
（４）消費税及び地方消費税の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
（５）会計方針の変更
　　イ　一般会計繰入金に係る会計処理
　　　　令和７年度より、前年度までの資本的収入における現金収支不足分への繰入から、総務省繰出基準に基づき、収益的収入の資本費
　　　への繰入に変更し、繰出基準額と実繰入額の差額を解消する。
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２　セグメント情報の開示
（１）報告セグメントの概要
　　　五所川原市下水道事業は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、漁業集落排水事業及び浄化槽設置整
　　備事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、それらを報告セグメントとしている。なお、各報告セグメント
　　に属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容
公共下水道事業 市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
特定環境保全公共下水道事業 市街地以外における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
農業集落排水事業 農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
漁業集落排水事業 漁業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
浄化槽設置整備事業 下水道処理区域外における、し尿・生活雑排水等の処理のための浄化槽設置費に対する助成

（２）報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　令和７年４月１日　至　令和８年３月３１日）

営業収益
営業費用
営業損益
経常損益
セグメント資産
セグメント負債
その他の項目
他会計繰入金
減価償却費
特別利益
特別損失
有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

（単位：千円）

341,059 5,054 14,201 6,836 0 367,150
744,114 38,083 63,635 39,280 39,863 924,975

△ 403,055 △ 33,029 △ 49,434 △ 32,444 △ 39,863 △ 557,825
65,702 △ 55 20 △ 484 △ 415 64,768

11,297,393 849,587 1,141,675 727,988 586 14,017,229
7,922,077 621,256 772,201 573,304 1,001 9,889,839

289,048 19,953 31,066 16,627 39,450 396,144
451,463 26,077 43,631 27,511 0 548,682

1 1 1 1 0 4
51 21 21 21 0 114

237,303 0 47,045 10,000 0 294,348

公共下水道
事業

特定環境保全
公共下水道

事業

農業集落排水
事業

漁業集落排水
事業

浄化槽設置
整備事業

合計
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３　リース契約により使用する固定資産
（１）リース会計に係る特例措置
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
　　　１年内　　　３４４，０５２円
　　　１年超　１，１７５，５１１円
　　　　計　　１，５１９，５６３円

４　その他の注記
（１）引当金の取崩し
　　　当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当等の支給のために、賞与引当金５，４２７千円を取り崩す予定である。
　　また、債権の不納欠損による損失に貸倒引当金１５６千円を取り崩す予定である。
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